
■研究目的■
　現在、建物の大型化、高層化、複合化に伴い、建物内輸
送の大量化、高速化、多様化が進展し、昇降機等が数多く
用いられている。その中でも、エレベーターおよびエスカ
レーターは、建物内の代表的な、かつ人々が日常的に用い
ることができる昇降機であり、高い安全性が必要とされる。
しかし、事故が絶え間なく起きているのが現状である。本
研究は既存の資料より、このエレベーター･エスカレーター
にかかわる事故の実態を可能な限り明らかにし、今後の事
故防止の基礎資料とすることを目的とする。前報では事故
の発生量をとらえると共に、事故のメカニズムを把握した
が、本報では、発生量データを比較の観点となるいくつか
の母数データで除し、発生頻度としてとらえ直すことに
よって、一歩進んだ実態分析をしようとするものである。

■調査および分析方法■
(1)対象とした事故データ
　エレベーターおよびエスカレーターに起因する事故で
（財）日本建築設備・昇降機センターおよび（社）日本エレ
ベーター協会が把握している事故を対象とした2)～3)。なお、
実際のデータは1976年 3月から2000年 9月までの過去25
年間におけるもので、エレベーター事故156件、エスカレー
ター事故134件の合計290件である。
(2)母数として把握したデータ
　各年度のエレベーターおよびエスカレーターの設置ス
トック台数およびエスカレーターのみの建物用途別設置台
数は、(財)日本建築設備・昇降機センターおよび(社)日本エ
レベーター協会がまとめたデータを2)～ 3)、年齢別の人口は
国勢調査によって5年ごとの数値を把握し、それぞれの間
の年次の数値は日本統計年鑑による推計を基にした6)。こ
れ以外に母数になりうるデータは把握できなかった。
(3)事故発生頻度について
　(1)の事故データを建物の用途・年齢区分別に分類して、
(2)の用途別設置台数と年齢別の人口データを母数にとっ
て、それぞれの観点での事故発生頻度を求めた。なお、事
故データに多少の偏りと粗さがあるため、各データを5年
ごとに平均した数値で図1～図5を作成した。

■分析結果および考察■
(1)年代区分別に見た事故発生頻度
　図1より、事故発生頻度の経年的傾向を見るとエレベー
ターおよびエスカレーター共に年を追うごとに減少してい
る。また、図2の総年齢層の区分で見たときより、図1の
方が明らかにエスカレーター事故の頻度が高い。これは母
数の設定によるもので、表 1 に見られるようにエレベー
ターの設置台数がエスカレーターよりかなり多いためであ
ると思われる。
(2)年齢区・年代区分別に見たエレベーターの事故実態
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▼表1：エレベーターおよびエスカレーターの設置台数
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▲図3：エスカレーターの建物用途別・年代区分別事故発生頻度比
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　図2より0～14歳の事故発生頻度の減少がかなり目立つ。
また、注目すべき点として、各年齢層の事故発生頻度が減
少傾向にあるのに対し、65歳以上では、増加していること
である。
(3)年齢・年代区分別に見たエスカレーターの事故実態
　図2より、15歳以上に比べて、0～14歳が明らかに発生
頻度が高いことが注目すべき点である。また、経年的推移
を見ると、0～4歳を除けば一定、または減少の傾向が見ら
れる。
(4)建物・年代区分別に見たエスカレーターの事故実態
　図3より発生頻度が高い施設として複合ビル、商業施設、
交通機関が挙げられる。経年的推移で見ると、複合ビル、商
業施設では減少傾向が明確に見られるが、交通機関、遊戯
施設では何ともいえない。
(5)他の日常災害との比較
　事故総数に対して我々が把握している事故データの割合
(以下、捕捉率という)を仮にここで10％として、事故データ
に捕捉率を掛けて事故総数の推定値を求め、図2を年10万
人当たりの被害率に直したものが図4である。このデータを
すでに発表されている図5の日常災害全体の推定値と比較
すると1)、まず、発生頻度絶対値は、エレベーター、エスカ
レーターとも日常災害全体に比べて圧倒的に低い値となっ
ている。

▲図4：エレベーターおよびエスカレーターにおける事故被害の年齢層別発生頻度推定値　※ただし捕捉率を10%と仮定した場合
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▲図5：住宅における日常災害被害の年齢層別・被害程度別発生頻度推定値

　また、年齢別発生頻度のプロフィールを見ると年次に
よっても若干異なるが、全体としては低年齢層で高く、中・
高年層で低い傾向は日常災害の軽傷に似ているといえる。

■まとめ■
　以上、本研究により昇降機事故の発生頻度の把握ができ
た。その中で特筆すべきこととして!エレベーター、エス
カレーターとも年を追うごとに事故頻度が減少しているこ
と"日常災害に比べると圧倒的に事故頻度が低いこと#年
齢層別には低年齢層で高く、中高年層で低い傾向であるこ
と、などが明らかとなった。なお、本研究の遂行にあたっ
ては、（財）日本建築設備・昇降機センター、および平成
１２年度大学院生大山陽介氏、卒研生本間陽介氏の協力を
得た。ここに記して謝意を表する。
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